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計測制御系統施設 

4 ほう酸水注入設備 

4.1 ほう酸水注入系 

(1) ポンプ 

・常設 

a. ほう酸水注入ポンプ 

(2) 容器  

・常設 

a. ほう酸水貯蔵タンク 

(3) 安全弁及び逃がし弁 

・常設 

 (5) 主配管 

・常設 
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 4 ほう酸水注入設備に係る次の事項 

 4.1 ほう酸水注入系 

(1) ポンプの名称，種類，容量，揚程又は吐出圧力，最高使用圧力，最高使用温度，主要寸

法，材料，個数及び取付箇所並びに原動機の種類，出力，個数及び取付箇所（常設及び可

搬型の別に記載すること。） 

・常設 

 変 更 前 変 更 後 

名 称 ほう酸水注入ポンプ＊1 
ほう酸水注入 

ポンプ＊2 

ポ

ン

プ 

種 類 － 往復形＊3 

変更なし 

容 量 m3/h/個 
9.78 以上 

（9.78＊4，＊5） 

吐 出 圧 力 ＊6 MPa 
8.5 以上＊6 

（8.5＊4，＊6） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 
吸込側 1.04＊7 

吐出側 9.66＊7 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66＊7 

主 

要 
寸 

法 

吸 込 内 径 mm 65.9＊4，＊7 

吐 出 内 径 mm 38.4＊4，＊7 

ケ ー シ ン グ 厚 さ mm 
（11.8＊4，＊7） 

た て mm 1820＊4，＊8 

横 mm 2100＊4，＊8 

高 さ mm 1250＊4，＊8 

材 

料 

ケ ー シ ン グ＊9 －  

ケーシングカバー －  

個 数 － 2＊10 

取 

付 

箇 

所 

系 統 名 

（ ラ イ ン 名 ） 
－ 

ほう酸水 

注入ポンプ A

ほう酸水 

注入系＊7 

ほう酸水 

注入ポンプ B

ほう酸水 

注入系＊7 

設 置 床 － 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL.38.80 m＊7 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL.38.80 m＊7

溢 水 防 護 上 の 

区 画 番 号 
－ 

－ 

RB-5-3 RB-5-3

溢 水 防 護 上 の 

配慮が必要な高さ 
－ 

EL. 

39.26 

m 以上

EL. 

39.26

m 以上
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（続き） 

 変 更 前 変 更 後 

原 

動 

機 

種 類 － 誘導電動機＊11 

変更なし 
出 力 kW/個 37 

個 数 － 2 

取 付 箇 所 － ポンプと同じ＊7 

注記 ＊1：記載の適正化を行う。既工事計画書には「ポンプ」と記載。 

＊2：原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ほう酸水注入

系）及び原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備の原子炉格納容器安全

設備（ほう酸水注入系）と兼用する。 

＊3：記載の適正化を行う。既工事計画書には「水平 3 連プランジャポンプ」と記載。 

＊4：公称値を示す。 

＊5：記載の適正化を行う。既工事計画書には「163  /min」と記載。 

＊6：記載の適正化を行う。既工事計画書には「全揚程 870 m」と記載。 

＊7：既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書による。 

＊8：既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，昭和 50 年 11 月 7

日付け 50 資庁第 11107 号にて認可された工事計画の添付図面「第 3-18 図 ほう酸水

注入系ポンプ組立外形図」による。 

＊9：記載の適正化を行う。既工事計画書には「接液部」と記載。 

＊10：記載の適正化を行う。既工事計画書には「2（常用 1，予備 1）」と記載。 

＊11：記載の適正化を行う。既工事計画書には「3 相誘導電動機」と記載。 
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(2) 容器の名称，種類，容量，最高使用圧力，最高使用温度，主要寸法，材料，個数及び取

付箇所（常設及び可搬型の別に記載すること。） 

・常設 

 変 更 前 変 更 後 

名 称 ほう酸水貯蔵タンク＊1 
ほう酸水貯蔵 

タンク＊2 

種 類 － たて置円筒形＊3 

変更なし 

容 量 m3/個
（19.5＊5） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭＊6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

主

要

寸

法 

胴 内 径＊7 mm 2745＊5 

胴 板 厚 さ ＊8 mm （5.0＊5） 

底 板 厚 さ ＊10 mm （7.0＊5） 

平 板 厚 さ mm 5.0＊4，＊5 

管 台 外 径 （ 流 体 出 口 ） mm 89.1＊4，＊5 

管 台 厚 さ （ 流 体 出 口 ） mm （5.5＊5，＊9） 

管 台 外 径

(ミキシングヒータ取付座)
mm 139.8＊4，＊5 

管 台 厚 さ

(ミキシングヒータ取付座)
mm （6.6＊5，＊9） 

高 さ mm 3684＊5 

材

料

胴 板 － SUS304 

底 板 － SUS304 

個 数 － 1 

取

付

箇

所 

系 統 名

（ ラ イ ン 名 ）
－ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系＊4 

設 置 床 － 
原子炉建屋原子炉棟 

EL.38.80 m＊4 

溢 水 防 護 上 の 区 画 番 号 － 

－ 

RB-5-3 

溢 水 防 護 上 の

配 慮 が 必 要 な 高 さ
－ EL.39.26 m 以上

注記 ＊1：記載の適正化を行う。既工事計画書には「タンク」と記載。 

＊2：原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ほう酸水注入

系）及び原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備の原子炉格納容器安全

設備（ほう酸水注入系）と兼用する。 

＊3：記載の適正化を行う。既工事計画書には「円筒縦型」と記載。 
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＊4：既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書による。 

＊5：公称値を示す。 

＊6：記載の適正化を行う。既工事計画書には「大気圧」と記載。 

＊7：記載の適正化を行う。既工事計画書には「内径」と記載。 

＊8：記載の適正化を行う。既工事計画書には「胴板厚」と記載。 

＊9：既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，昭和 50 年 11 月 7

日付け 50資庁第 11107 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅲ-1-3-1 ほう酸水貯

蔵タンクの規格計算書」による。 

＊10：記載の適正化を行う。既工事計画書には「底板厚」と記載。 
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(3) 安全弁及び逃がし弁の名称，種類，吹出圧力，吹出量，主要寸法，材料，駆動方法，個

数及び取付箇所（常設及び可搬型の別に記載すること。） 

・常設 

 変 更 前＊1 変 更 後 

名 称 C41-F029A，B C41-F029A，B＊2

種 類 － 非平衡型 

変更なし 

吹 出 圧 力 MPa 9.66 

吹 出 量 kg/h/個  

主

要

寸

法

呼 び 径 － 25 A 

の ど 部 の 径 mm 

弁 座 口 の 径 mm 

リ フ ト mm 

材  料 （ 弁 箱 ） － 

駆 動 方 法 － － 

個 数 － 2 

取

付

箇

所

系 統 名

（ ラ イ ン 名 ）
－ 

C41-F029A 

ほう酸水注入系 

C41-F029B 

ほう酸水注入系

設 置 床 － 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL.38.80 m 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL.38.80 m 

溢水防護上の区画番号 － 

－ 溢 水 防 護 上 の

配 慮 が 必 要 な 高 さ
－ 

注記 ＊1：既工事計画書に記載がないため記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書による。 

＊2：原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ほう酸水注入

系）及び原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備の原子炉格納容器安全

設備（ほう酸水注入系）と兼用する。 

＊3：公称値を示す。 
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(5) 主配管の名称，最高使用圧力，最高使用温度，外径，厚さ及び材料（常設及び可搬型の別に記載し，可搬型の場合は，個数及び取付箇所を付記すること。） 

・常設 

変 更 前 変 更 後 

名    称 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外 径＊2 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 名    称 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 

ほ

う

酸

水

注

入

系

 

ほう酸水貯蔵タンク 

～ 

ほう酸水注入ポンプ 

（連絡配管含む） 

1.04＊1 66 

89.1 5.5＊2，＊3 SUS304TP 

ほ

う

酸

水

注

入

系

 

＊4

ほう酸水貯蔵 

タンク 

～ 

ほう酸水注入 

ポンプ 

（連絡配管含む）

変更なし 

89.1＊5 

/89.1＊5 

/89.1＊5 

5.5＊2，＊5 

/5.5＊2，＊5 

/5.5＊2，＊5 

SUS304TP＊5

89.1＊5 

/89.1＊5 

/ － 

5.5＊2，＊5 

/5.5＊2，＊5 

/ － 

SUS304TP＊5

89.1＊5 

/ － 

/89.1＊5 

5.5＊2，＊5 

/ － 

/5.5＊2，＊5 

SUS304TP＊5

ほう酸水注入ポンプ 

～ 

弁 C41-F004A,B 

（連絡配管含む） 

9.66＊1 66 

48.6 5.1＊2 SUS304TP 

＊4

ほう酸水注入 

ポンプ 

～ 

弁 C41-F004A,B 

（連絡配管含む）

変更なし 

49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

/ － 

6.4＊2，＊5，＊7 

/6.4＊2，＊5，＊7

/ － 

SUS304＊5 

49.1＊5，＊6 6.4＊2，＊5，＊7 SUS304＊5 

49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

6.4＊2，＊5，＊7 

/6.4＊2，＊5，＊7

/6.4＊2，＊5，＊7

SUS304＊5 

49.1＊5，＊6 

/ － 

/49.1＊5，＊6 

6.4＊2，＊5，＊7 

/ － 

/6.4＊2，＊5，＊7

SUS304＊5 
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変 更 前 変 更 後 

名    称 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外 径＊2 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 名    称 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 

ほ

う

酸

水

注

入

系

 

弁 C41-F004A,B 

～ 

原子炉圧力容器 

9.66＊1 302 

48.6 5.1＊2 SUS304TP 

ほ

う

酸

水

注

入

系

 

＊4

弁 C41-F004A,B 

～ 

原子炉圧力容器 

変更なし 

49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

6.4＊2，＊5，＊7 

/6.4＊2，＊5，＊7

/6.4＊2，＊5，＊7

SUS304＊5 

49.1＊5，＊6 6.4＊2，＊5，＊7 SUS304＊5 

49.1＊5，＊6 7.8＊2，＊5，＊7 SUS304＊5 

48.6 5.1＊2 SUS304LTP 

49.1＊5，＊6 6.4＊2，＊5，＊7 SUSF304L＊5

49.1＊5，＊6 

/49.1＊5，＊6 

/ － 

6.4＊2，＊5，＊7 

/6.4＊2，＊5，＊7 

/ － 

SUS304L＊5 

49.1＊5，＊6 6.4＊2，＊5，＊7 SUS304L＊5 

注記 ＊1：ＳＩ単位に換算したもの。 

  ＊2：公称値を示す。 

  ＊3：エルボにあっては，管と同等以上の厚さのものを選定。 

  ＊4：原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ほう酸水注入系）及び原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備の原子炉格納容器安全設備（ほう酸水注入系）と兼用する。 

  ＊5：既工事計画書に記載がないため，記載の適正化を行う。記載内容は，設計図書による。 

  ＊6：差込み継手の差込み部内径を示す。 

  ＊7：差込み継手の最小厚さを示す。 
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以下の設備は，既存の原子炉格納施設のうち原子炉格納容器の原子炉格納容器配管貫通部及び電

気配線貫通部であり，ほう酸水注入設備（ほう酸水注入系）として本工事計画で兼用とする。 

 

・常設 

原子炉格納容器配管貫通部 X-13 
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表1 計測制御系統施設の主要設備リスト（3／11） 

 変 更 前 変 更 後 

設
備
区
分 

系
統
名 

機器区分 名 称 

設計基準対象施設 ＊1 重大事故等対処設備 ＊1 

名 称 

設計基準対象施設 ＊1 重大事故等対処設備 ＊1 

耐震 

重要度 

分類 

機器クラス 設備分類
重大事故等 

機器クラス 

耐震 

重要度 

分類 

機器クラス 設備分類 
重大事故等 

機器クラス 

制
御
材
駆
動
装
置 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系 

制
御
棒
駆
動
水
圧
設
備 

主
配
管 

挿入配管制御ユニット出口 

～ 

制御棒駆動機構ハウジング 

Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

制御棒駆動機構ハウジング 

～ 

引抜配管制御ユニット入口 

Ｓ 
クラス２ 

クラス３ 
－ 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

引抜配管制御ユニット入口 

～ 

制御ユニット内引抜配管合流点 

Ｓ 
クラス２ 

クラス３ 
－ 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

制御ユニット内引抜配管合流点 

～ 

弁C12-127 

Ｓ クラス３ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

弁C12-127 

～ 

排出水配管制御ユニット出口 

Ｂ－１ クラス３ － 変更なし － － 

排出水配管制御ユニット出口 

～ 

スクラム排出水容器 

Ｂ－１ クラス３ － 変更なし － － 

－ 
原子炉格納容器配管貫通部 

X-9A，B，C，D＊4 
－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

－ 
原子炉格納容器配管貫通部 

X-10A，B，C，D＊4 
－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

ほ
う
酸
水
注
入
設
備 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

ポンプ ほう酸水注入ポンプ Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

容器 ほう酸水貯蔵タンク Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

安全弁及び逃

がし弁 
C41-F029A，B Ｓ － － 変更なし 常設耐震／防止 － 

主配管 

ほう酸水貯蔵タンク 

～ 

ほう酸水注入ポンプ（連絡配管含む） 

Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

ほう酸水注入ポンプ 

～  

弁C41-F004A，B（連絡配管含む） 

Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

弁C41-F004A，B 

～ 

原子炉圧力容器 

Ｓ クラス２ － 変更なし 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

－ 
原子炉格納容器配管貫通部 

X-13＊4 
－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 
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表1 計測制御系統施設の主要設備リスト（12／12） 

 変 更 前 変 更 後 

設
備
区
分 

系
統
名 

機器区分 名 称 

設計基準対象施設 ＊1 重大事故等対処設備 ＊1

名 称 

設計基準対象施設 ＊1 重大事故等対処設備 ＊1 

耐震 

重要度 

分類 

機器クラス 設備分類
重大事故等

機器クラス

耐震 

重要度 

分類 

機器クラス 設備分類 
重大事故等 

機器クラス 

制
御
用
空
気
設
備 

安
全
弁
駆
動
系 

非
常
用
逃
が
し 

容器 － 
非常用逃がし安全弁駆動系 

高圧窒素ボンベ 
－ － 可搬／防止 ＳＡクラス３

主配管 

－ 

非常用逃がし安全弁駆動系 

高圧窒素ボンベ 

～ 

弁B22-F013A,G,S,V 

－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２

－ 
原子炉格納容器配管貫通部 

X-57＊4 
－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２

管
理
す
る
た
め
の
制
御
装
置 

発
電
用
原
子
炉
の
運
転
を 

－ 

制御方式 
中央制御方式による常時監視並びに手動及

び自動制御 
－ － － 変更なし － － 

中央制御室機

能及び中央制

御室外原子炉

停止機能 

中央制御室機能 － － － 中央制御室機能＊31 － － － － 

中央制御室外原子炉停止機能 － － － 変更なし － － 

注記 ＊1：表1に用いる略語の定義は「原子炉本体」の「５ 原子炉本体の基本設計方針，適用基準及び適用規格」の「表1 原子炉本体の主要設備リスト 付表1」による。 

   ＊2：設計基準対象施設及び重大事故等対処設備（常設耐震重要重大事故防止設備）としての機能を有する。 

   ＊3：設計基準対象施設及び重大事故等対処設備（常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備）としての機能を有する。 

＊4：格納容器貫通部のうち管を示す。 

＊5：出力領域計装は，設計基準対象施設として172個設置しているもののうち，平均出力領域計装のチャンネルＡ及びＢに信号を送る43個の検出器を重大事故等対処設備として使用する。 

＊6：本計測装置は記載の適正化のみを行うものであり，手続き対象外である。 

＊7：対象計器は，PT-C34-N005，PT-C34-N008。 

＊8：対象計器は，PT-B22-N051A，PT-B22-N051B。 

＊9：対象計器は，PT-B22-N078A，PT-B22-N078B，PT-B22-N078C，PT-B22-N078D。 

＊10：対象計器は，LT-C34-N004A，LT-C34-N004B。 

＊11：対象計器は，LT-B22-N073A，LT-B22-N073B，LT-B22-N073C，LT-B22-N073D，LT-B22-N080A，LT-B22-N080B，LT-B22-N080C，LT-B22-N080D，LT-B22-N081A，LT-B22-N081B，LT-B22-N081C，LT-B22-N081D， 

LT-B22-N095A，LT-B22-N095B。 

   ＊12：対象計器は，LT-B22-N091A，LT-B22-N091B，LT-B22-N091C，LT-B22-N091D。 

   ＊13：対象計器は，LT-B22-N079A，LT-B22-N079B，LT-B22-N079C，LT-B22-N079D。 

   ＊14：対象計器は，PT-B22-N067A，PT-B22-N067B，PT-B22-N067C，PT-B22-N067D，PT-B22-N094A，PT-B22-N094B，PT-B22-N094C，PT-B22-N094D，PT-C72-N050A，PT-C72-N050B，PT-C72-N050C，PT-C72-N050D， 

      PT-26-79.51A，PT-26-79.51B。 

   ＊15：対象計器は，PT-26-79.60。 

   ＊16：対象計器は，PT-26-79.52A，PT-26-79.52B。 

   ＊17：対象計器は，PT-26-79.61。 
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表2 計測制御系統施設の兼用設備リスト 

変 更 前 変 更 後 

設
備
区
分 

系
統
名 

機
器
区
分 

主たる機能の 

施設／設備区分 
名 称 

設計基準対象施設 ＊ 重大事故等対処設備 ＊ 

名 称 

設計基準対象施設 ＊ 重大事故等対処設備 ＊ 

耐震 

重要度 

分類 

機器クラス 設備分類 
重大事故等 

機器クラス 

耐震 

重要度

分類 

機器クラス 設備分類 
重大事故等 

機器クラス 

計
測
制
御
系
統
施
設
の
基
本
設
計
方
針 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

－

原子炉本体 

 

炉心 

－ 炉心シュラウド － － 常設耐震／防止 － 

－ シュラウドサポート － － 常設耐震／防止 － 

－ 上部格子板 － － 常設耐震／防止 － 

－ 炉心支持板 － － 常設耐震／防止 － 

－ 中央燃料支持金具 － － 常設耐震／防止 － 

－ 周辺燃料支持金具 － － 常設耐震／防止 － 

－ 制御棒案内管 － － 常設耐震／防止 － 

原子炉本体 

 

原子炉圧力容器 

 原子炉圧力容器 － － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

 
差圧検出・ほう酸水注入管（ティ

ーよりN10ノズルまでの外管） 
－ － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

 
差圧検出・ほう酸水注入管（原子

炉圧力容器内部） 
－ － 常設耐震／防止 － 

制
御
用
空
気
設
備 

非
常
用
窒
素 

供
給
系 

－

原子炉冷却系統

施設 

 

原子炉冷却材の

循環設備 

－ 自動減圧機能用アキュムレータ － － 常設耐震／防止 ＳＡクラス２ 

注記 ＊：表2に用いる略語の定義は「原子炉本体」の「５ 原子炉本体の基本設計方針，適用基準及び適用規格」の「表1 原子炉本体の主要設備リスト 付表1」による。 

 

 




